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経　営　理　念

地 域 社 会 と の 共 栄 創 造 的 経 営 の 推 進

東北電力グループ 環境方針
基本姿勢

私たちは、環境にやさしいエネルギーサービスを通じて、
地域社会・お客さまとともに、未来の子どもたちが
安心して暮らせる持続可能な社会を目指します。
　私たち東北電力グループは、地域とともに歩む企業グループとして、安全確保を大
前提に、環境保全と経済性が両立するエネルギーの安定供給に努めてまいりました。
　この私たちの使命は、これからも決して変わりません。
　私たちは、多くの恵みを与えてくれる地球に感謝し、自然と共生する地域の伝統的
価値観を大切にしながら、地域社会・お客さまとともに持続可能な成長を目指し、誠
実なコミュニケーションを通じて、環境への取り組みを考え、行動してまいります。

環境行動四原則
1.　地球の恵みに感謝し、限りある資源を大切に使います。
2.　自然環境への影響を抑制します。
3.　豊かな自然環境を守り、共生します。
4.　みなさまとともに、考え、行動します。

2018年度　中期環境行動計画（2018～2020年度）
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［中期環境行動計画の重要課題］

Ⅰ　Ｓ＋３Ｅを踏まえた多面的な地球温暖化対策の推進
Ⅱ　新たな環境技術やエネルギーシステム等による
　　 地域社会への貢献
Ⅲ　環境法規制の遵守と地域環境の保全
Ⅳ　持続可能な循環型社会形成　
Ⅴ　環境コミュニケーションの推進による
　  ステークホルダーとの関係強化

［方向性１］～ 従来からのベースとなる取り組み ～
環境負荷の低減等によるお客さま・地域社会との
信頼関係強化

［方向性２］～ 将来につなげる取り組み ～
環境面からの経済的価値・社会的価値の創造

グループ共通の方向性
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東北電力グループの環境マネジメントの運営体制
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東北電力の
 環境マネジメント組織体制
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東北電力の環境教育・研修
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東北電力の社内環境監査
岜環境嵆崵崠嵉嵛ト峘ઈ৷૾ய峕峎岮峐岝঵ਜਃঢ়
岾峒峕঺৔環境૰ਪ峼ৰ઱峁峐岮峨峃岞峇峘੥ટ峙岝
৽੾ಽ峕ਾઔ峃峵峒峒峬峕岝ୖ਻峘ྴ ল峮੝ఒ峘઀
੧岝ଐ஀হ୻峘਷਴ன৫峼௕峍峐岮峨峃岞
岜201�ফ২峙岝12হ঵ਚ峑঺৔環境૰ਪ峼
ৰ઱峁岝環境嵆崵崠嵉嵛ト岶ి જ峕ઈ৷岿島峐岮
峵岽峒峼નੳ峁峨峁峉岞

報告 連携

連携
東北電力グループ

東北電力グループの環境マネジメント体制

東北電力グループ環境連絡会

T-EMS推進委員会

東北電力グループ環境連絡会幹事会

各社T-EMS導入・運用支援
T-EMS登録制度運用

環境委員会
（委員長：環境部長）

各事業所
管理職会議等

（責任者：事業所長）

環境マネジメント委員会
（委員長：最高経営層）

事務局
（環境部・企画部）

社内環境監査
地球環境問題対策

推進会議
（議長：社長）

CSR推進会議
（議長：社長）

告
報
・
案
提

◆環境マネジメントの運営体制

※各室部・各事業所には、環境担当課長とエコリーダーを配置

支店
環境推進責任者
（支店長）

営業所
環境推進責任者
（所長）

発電所
環境推進責任者
（所長）

電力センター
環境推進責任者
（所長）

送配電カンパニー支社
環境推進責任者
（支社長）

環境推進総括責任者
（最高経営層）

全社環境推進責任者
（環境部長）

本店室部
環境推進責任者
（室部長）

◆組織体制（概略） ਊ঺崘嵓ー崿੫঵జ঵
৩峘環境ਔ௙ৈ๐峒ੴ
௙਱঱峼৯৓峒峁峉
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東北電力ॢルشউ環境ঐॿ४ওথॺ३५ॸ঒（7-(06）
　「東北電力グループ環境マネジメントシステム
（T-EMS）」とは、 当社੫業グループ全体の環境活
動のレベルアップを目的としたஆঽの環境マネジメ
ントシステムで、 環境マネジメントシ
ステムの国੠的な規格である ,SO14001 
や、 環境省のエ॥アクシঙン21 を૞અ
に策定した 「T-EMS ガイドライン」に
基づき、 ઈ用を行っています。
　T-EMS 認઒取੭੫業に対しては、 当
社੫業グループ内の ,SO14001 ଟਪ員
や内部監ਪ員の有資格者が、 環境への
取り組み状யのଟਪを行い、 東北電力
グループ環境੻員会の内部組௶として設
置した 「T-EMS 推進੻員会」へ報ઔの
うえ、 評価しています。 T-EMS 認઒の
有効期限は、 ఃஈ日をକ点として3年と
し、 ੂ回ఃஈ以ఋは൐年、 維持ଟਪま
たはಌ新ଟਪを行っています。
　T-EMS は、 所定のਏ੷事ඨによりଡ
成されており、 計画（PODQ）、 計画の
実施（Do）、 取り組み状யの確認・評

価（Check）および全体の評価と見ઉし （ActLoQ）
の PDCA サイクルを೷りନすことによって、 環境へ
の取り組みの継続的改善を図っています。

૚ர環境ঐॿ४ওথॺ३५ॸ঒とのૻຎٷ

7-(06फ़ॖॻছॖথ ISO14001 ग़॥॔ॡ३ঙথ21
（($21）

策定機ঢ় 東北電力グループ環境੻員会 ,SO（国੠標準化機ଡ） 環境省

対　象 東北電力グループ各社 あらॅるர類・規ெの組௶ 中小੫業

ਏ੷事ඨ
ْチェックリストによる確認事ඨٓ
SteS1 …………………… 16ඨ目
SteS2および3 ………… 29ඨ目

80ඨ目のਏ੷事ඨ ْチェックリストによる確認事ඨٓ
,SO14001に準じた51ඨ目

્　ඉ

EA21に準じた内ઍでさらに取り
組みやすい内ઍとし、 レベルに
よりSteS1～3を設定。

EMSの෗格のみਏ੷しているた
め、 ஆঽにルールを社内にଡണ
する૑ਏがある。

,SOの੷める෗組みに具体的な
ルールを掲ંし、 取り組みやす
い内ઍとなっている。
一্で、 環境報ઔછの੿成・公
਀ଝ務やঽഞチェックシート調
ਪඨ目が多い。

06ੳ઒取੭੫業 計25社（2018年9月ଜ時点）)-7ٷ

東北電力（ઙ） 通ଢ଼電気工業（ઙ）
東北発電工業（ઙ）  北日本電線サーঅス（ઙ）
東北෤化環境保全（ઙ） 東北計器工業（ઙ）

（ઙ）エルタス東北 東北ポートサーঅス（ઙ）
（ઙ）東日本テクঀサーベイ 東北エアサーঅス（ઙ）
東北エネルギーサーঅス（ઙ） （ઙ）トークス
ൽ川水力電気（ઙ） 東北インテリジェント通ਦ（ઙ）
会ஸᑊ子（ઙ） 東北ポール（ઙ）
東北天然ガス（ઙ） 東日本௪業（ઙ）
TDG অジネスサポート（ઙ） （ઙ）東北開発॥ンサルタント
東北インフज़メーシঙン・システムズ（ઙ） 北日本電線（ઙ）
東北ঽ然エネルギー（ઙ） 東北電機ଲୗ（ઙ）

（ઙ）ঘアテック
（ದਂ同）
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2017年度の成果と自己評価（環境指標）
「平成29年度中期環境行動計画」に掲げた環境指標・施策に対する評価は次のとおりです。

項
目 施　策 指　標 単　位

2016年度 2017年度（平成29年度）
具体的取り組み

実　績 目標・計画値 実　績 自己評価

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
に
よ
る
需
給
両
面
か
ら
の
地
球
温
暖
化
対
策

CO2 排出抑制

CO₂排出係数 kg-CO₂/kWh 0.548
（0.545）※1,2

（電気事業低炭素社会協議会としての目標）
2030年度
0.37程度

0.523
（0.521）※1,2

―
出水率の増加や再生可能エネルギーの導入拡大などにより、火力発電の発受電電力量が減少したことから、CO₂排出量は前年度比7.4%減
の3,755万t- CO₂、CO₂排出係数は同4.6%減の0.523kg-CO₂kWhとなった。
※1（　　）の値は、再生可能エネルギー固定価格買取制度による調整等を反映していない基礎CO₂排出量および排出係数
※2 小売電気事業者としての値であり、離島供給等の一般送配電事業者分を含んでいない

CO₂排出量 万t-CO₂ 4,055
（4,034）※1,2 ― 3,755

（3,734）※1,2

原子力発電所の設備利用率
の向上 設備利用率 ％ 0 ― 0 ― 東日本大震災の影響により、女川原子力発電所1 ～ 3号機および東通原子力発電所1号機は全て停止中。

火力発電所熱効率の維持管
理、向上

発電端熱効率
（低位発熱量基準） ％ 46.3 現状より向上 46.2

各火力発電所の熱効率の「見える化」によりプラント性能管理の意識高揚を図るとともに、日常管理、および定期点検後の性能試験の実施等によ
り熱効率の維持・向上に努めた。
※3、※4：省エネ法のベンチマーク制度に基づく指標（なお、指標は高位発熱量基準による）火力発電効率

Ａ指標※3

Ｂ指標※4
―
％

0.971
43.5

（2030年度までの達成を目指す）
1.00以上

44.3%以上

0.969
43.3

電力損失の低減
総合損失率 ％ 8.4 現状より改善 8.1

送電線新設工事の他、経年電線張替工事において標準的に「ヒレ付低ロス電線」を採用し、送配電損失の抑制に努めた。
送配電損失率 ％ 5.3 現状より改善 4.8

再生可能エネルギーの買
取・連系拡大

太陽光発電連系量
風力発電連系量 万kW 320.5

85.6 可能な限り増大 402.1
99.2 再生可能エネルギーの買取・連系拡大に可能な限り努め、お客さまの太陽光発電設備・風力発電設備からの連系量は増大した。

SF₆排出抑制

SF₆回収率
（点検・据付時） ％ 99.8 97.0 99.9

SF₆ガス封入機器の点検および撤去時に、ガス回収装置を使用し適正に回収した。
SF₆回収率
（撤去時） ％ 99.6 99.0 99.6

お客さまの電化ニーズに的
確に応えたヒートポンプ電
化の提案

ヒートポンプ式
電気給湯器
導入台数

台 37,903 現状より増大 37,552 お客さまの電化ニーズを前提に、環境性、省エネ性に優れたヒートポンプ機器を提案した。

オフィス等の省エネ 電力使用量 百万kWh 101.3 現状より低減 89.9 各事業所における空調、照明、OA機器などの節電対策を継続実施した。また一部の事業を廃止したことにより電力使用量が減少した。

循
環
型
社
会
の
形
成

産業廃棄物全体の有効利用
向上 有効利用率 ％ 92.5 90.0 92.8

石炭灰の発生量が増加したものの、石炭灰の新規引取先の確保により有効利用率の維持に努めるとともに、その他の産業廃棄物の有効利用
量増加により、前年度を上回る有効利用率となった。なお、石炭灰以外に発生量が多い「がれき類」は100%、「金属くず」、「石こう」はほぼ
100%の有効利用を達成した。

石炭灰 有効利用率 ％ 91.7 85.0 91.6 石炭灰の発生量が約9万ｔ増加したものの、セメント原料への有効利用に努めた結果、前年度実績と同程度の有効利用率を確保した。

グリ－ン調達推進

文房具OA用紙
購入率 ％ 95.2 90.0以上 93.8 環境配慮商品を選択する等、グリーン調達率の維持向上に努めた。

資機材調達率
（対象品目） ％ 99.4 95.0以上 99.4 グリーン調達適合用品の優先購入に向けた取り組みが定着した。

低公害車の導入拡大 導入率 ％ 74.0 79.0 80.0 可能な限り、低公害車の導入に努めた。（プラグインハイブリッド車17台増）

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環境マネジメント体制強化に向けた取り組み推進 継　続

・ 「平成29年度中期環境行動計画」に基づき、業務と一体的に環境指標・施策のPDCAサイクルを回し、継続的改善を図った。
・ オフィスの省エネ・省資源活動等、社員一人一人が率先して環境負荷低減の取り組みを進める「ecoオフィス活動」を各事業所で展開する

とともに、その活動事例について、社内ポータルサイトや社内報を通じて紹介し、各事業所に水平展開した。
・ 東北電力グループ環境マネジメントシステム（T-EMS）を通じた環境マネジメント強化に努めた（当社を含め23社）。
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東北電力の事業活動と環境のかかわり
　 　当社の事業活動の中心である電気事業では、様々な資源を発電などに投入し電気を生み出すとともに、CO ₂や廃

棄物などの環境負荷を排出しています。当社は、そうした資源消費や環境負荷を正しく把握・認識し、環境影響を
抑制するために、様々な環境への取り組みに努めています。

事業活動と環境負荷（2017年度実績）
 【電気事業における投入資源と環境影響】

燃料調達等

INPUT

OUTPUT

つくる
（発電）

発電用燃料
　石炭 814万t
　重油 40万㎘
　原油 22万㎘
　天然ガス 2.4億 Nm3

　LNG 417万t
　原子燃料 0t

水
　　　工業用水 1,041万t

事業所での使用
　車両用燃料
　 　ガソリン 2,376㎘
　 　　　軽油 621㎘
　用紙購入量 839t
　水道使用量 298,963m3

資材
　石灰石 12万t
　アンモニア 1万t

大気
　CO₂ 3,734万t-CO₂※

　SOX   1.0万t　
　NOX   1.2万t　

低レベル放射性廃棄物
　200ℓドラム缶 3,628本
排水
　工業排水 300万t

・ 燃料サプライチェーンにおける環
境負荷低減（→23ページ）

火力発電
発電電力量

56,522百万kWh

・ 低炭素社会実現に向けた
火力発電の取り組み

　（→22 ～ 23ページ）
・ 未利用材を有効活用した木

質バイオマス燃料の導入
　（→21ページ）
・ 徹底した大気保全対策
　（→36ページ）

水力発電
発電電力量

8,412百万kWh

・ 国内最多209 ヵ所の水力発
電所を保有、環境に配慮し
た水力発電所の新設、発電
所のリニューアルによる水
資源の有効活用

　（→16 ～ 17ページ）

地熱発電
発電電力量

836百万kWh

太陽光発電
発電電力量

6百万kWh

・ 日本の約4割を占める地熱
発電設備を保有

　（→20ページ）

・ 太陽光発電によるCO2 排出
抑制

　（→18 ～ 19ページ）

（注） 端数処理のため合計が合わない
場合があります

※ 再生可能エネルギー固定価格買取
制度による調整等を反映していな
い基礎CO₂排出量であり、2018年
8月時点の速報値

とどける
（お客さま）

産業廃棄物
　発生量 117.1万t
　うち最終処分量 8.4万t

車両からのCO₂排出量
 0.7万t-CO₂

・ お客さまのエネルギーの
効率的利用に向けた支援

　（→25 ～ 27ページ）

販売電力量

72,003百万kWh
原子力発電

発電電力量

0 kWh

・ 安全性確保を大前提とした
原子力発電の活用（→13 ～
15ページ）

・ 原子力発電所周辺の放射線
量の監視および環境測定
データの公開（→39ページ）

・ 事業所における節電・省
エネルギー

　（→29ページ）

当社オフィスなどでの
使用電力量

90百万kWh

おくる
（送電線）

・ 送配電における電力損失
の低減（→24ページ）

・ 環境負荷の低減に向けた
新型配電用変圧器の導入

（→24ページ）
・ 送 電 線 の 鳥 類 保 護 対 策
（→40ページ）

送配電での損失電力量

▲3,729百万kWh

他社受電電力量
12,704百万kWh
（火力・水力・風力・地熱・

太陽光発電など）

発電所内電力量
▲2,660百万kWh
揚水動力用電力量
▲88百万kWh

他社からの購入




